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2019 年度「人材発掘」入試・ 

学部３年次生特別入試枠 

法学既修者認定試験 

民   法 
（問 題） 

 

   

 
注 意 事 項 

 

 

 １．問題冊子、解答用紙および貸与六法は、試験開始の指示があるまで開かないでください。 

２．問題は２～３頁に記載されています。問題冊子の印刷不鮮明、頁の落丁・乱丁および汚れ

等に気付いた場合は、手を挙げて監督員に知らせてください。 

３．下書用紙は一人につき一枚のみ配付します。 

４．ラインマーカー、色鉛筆、修正液等は、問題冊子・下書用紙に使用することを許可します

が、解答用紙に使用した場合は、不正行為とみなすことがあります。 

５．貸与六法への書き込みは、不正行為とみなすことがあります。 

６．試験開始の指示の後、解答用紙表紙の所定欄に、受験番号、氏名、問題番号を記入してく

ださい。受験番号は正確にていねいに記入してください。読みにくい数字は採点処理に支

障をきたすことがあるので、注意してください。 

７．試験終了の指示が出たら、すぐに解答を止め、筆記用具を置いてください。終了の指示に

従わず筆記用具を持っていたり解答を続けた場合は、不正行為とみなすことがあります。 

８．試験終了後、問題冊子、下書用紙は持ち帰ってください。 

９．いかなる場合でも、解答用紙は必ず提出してください。 

10．解答用紙に記載の注意事項もあわせて確認してください。 
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 問題１の解答は『解答用紙（Ａ）』を使用してください  

＊この問題は、「民法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 44 号）」によって改正された民法に基づいて出

題していますが、現在適用されている民法（改正前民法）に基づいて解答することも認めるものとします。

また、改正前民法に基づく解答について、採点において不利益な取扱いをすることはありません。 
 

問題１（75 点） 

 

 次の文章を読んで、後記の（１）および（２）に解答せよ。 

（１）Ｂが、Ａに対し【事実】７の損害賠償を請求することができる根拠として考えられることを

説明し、損害賠償の請求が認められるための要件がどのようなことであるか、また、賠償を請

求することが考えられる損害が何であるか、【事実】１から７までを前提として、理由を付し

て解答せよ。（30点） 

（２）Ｃが、Ｂに対し甲土地の明渡しを請求することができるか、また、これに対し、Ｂが、Ａか

ら損害の賠償を受けるまで甲土地を明け渡さないと主張することができるか、【事実】１から

７までを前提として、理由を付して解答せよ。（45 点） 

 

 

 

【事実】 

１．甲土地は、２月６日当時、Ａが所有しており、Ａを登記名義人とする所有権の登記がされてい

た。 

２．甲土地には、都市計画上の制限があり、中高層の建築物を築くには、周辺の街区の整備につい

て一定の要件を充たす計画があることを行政庁に説明し、都市計画における特例が定められる

ことを要するとされている。 

３．Ｂは、前年冬ころ、中層の集合住宅を所有するために使用するのに適切な土地を探していた。

やがて甲土地の存在を知ることとなり、【事実】２の事情を知らないまま甲土地に関心を抱いた。 

４．Ａ・Ｂは、２月６日、存続期間を同年３月１日から 50年間とし、地代を月 270 万円と定めて、

ＡがＢのために甲土地を目的とする地上権を設定する旨の契約を締結した。甲土地は、この地

上権設定契約に基づき、同年２月末までにＡからＢへ引き渡された。なお、Ｂのための地上権

の設定の登記はされていない。Ｂは、この地上権設定契約を締結する前から甲土地の上に建設

する建物の設計を始めており、その工事を同年５月ころに始めるつもりでいた。 

５．同年３月ころ、不動産業を営む株式会社であるＣの従業員Ｄが、突然、Ｂのもとを訪れ、Ｂに

対し、【事実】２の事情が存在することを告げた。これに驚いたＢは、【事実】２の特例を定め

る権限を有する行政庁と折衝を始め、この特例は、同年７月に定められた。 

６．Ａ・Ｃは、同年６月 12 日、代金を 8,700 万円と定めて甲土地をＡがＣに売る旨の契約を締結し

た。Ｃは、同日、Ａに対し代金として 8,700 万円を支払い、また、同月末までにＡからＣへの

売買を原因とする所有権の移転の登記がされた。 

７．Ｃは、同年９月、Ｂに対し甲土地の明渡しを求めた。Ｂは、これまでの経緯に鑑みて不自然に

感じられるＣの態度に驚き、Ｃに対しては甲土地の明渡しに応ずることができないこと、そし

て、甲土地を明け渡さなければならない場合においては、Ａから損害の賠償を受けるまでは明

け渡すつもりがないことを伝え、また、Ａに対し、この損害賠償を請求するための折衝を始め

た。 
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 問題２の解答は『解答用紙（Ｂ）』を使用してください  

＊この問題は、「民法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 44 号）」によって改正された民法に基づいて

出題していますが、現在適用されている民法（改正前民法）に基づいて解答することも認めるものとしま

す。また、改正前民法に基づく解答について、採点において不利益な取扱いをすることはありません。 

 

問題２（75 点） 

 

 次の文章を読んで、後記の（１）および（２）に解答せよ。 

（１）Ｂは、Ｃに対する合計 50 万円のカードローンの返済をしない。当然Ａが負担すべき生活費

を自分が立て替えているという意識があったのである。Ｃは、Ｂが返済しないので、Ａに対し

てこの返済を請求する。Ａは、この請求に応じなければならないであろうか。【事実】１から

４までを前提とし、理由を付して解答せよ。（35点） 

（２）【事実】５から７までを前提として、親子関係に関するＥの法的地位を検討せよ。（40点） 

〔以下余白〕 

【事実】 

１．Ａ男とＢ女は、2020 年 10 月 23 日に婚姻届を提出した夫婦である。Ａは、Ｓ社に勤務するサ

ラリーマンであり、Ｂは、近所のスーパーマーケットでパート勤務をして家計を補助している。 

２．Ａ・Ｂ夫婦は、婚姻直後から、ＡがしばしばＢに対して暴力をふるうことなどから不和になり、

家庭内での交流でも疎遠な間柄になった。Ａは、Ｂに家計費を不定期にしか渡さないようにな

ったので、Ｂは、近所のＣ信用金庫で限度額 50 万円のＢ名義のカードローンを開設し、家計

費に不足が出る場合には､それで補うようになった。なお、返済は、自分のパート収入から充

てることが多かったが、Ａから不定期に受け取る家計費で返済することもあった。 

３．2023 年秋ころから、Ｂは、勤務先で知り合ったＤ男と関係を持つようになり、Ｄと婚姻する

ためにＡとの離婚を考えるようになった。しかし、Ａに離婚の話を持ち出すとＡは激高してＢ

に暴力をふるうなどするので、離婚の話は進展することがなかった。 

４．Ｂは、2024 年８月 20 日に、Ｄの援助も得て、Ａとの離婚を前提にアパートを借りて別居に踏

み切った。別居に際して、Ｂは、カードローンを用いて限度額で未使用の 40 万円をＣから借

り入れ、引っ越し費用 10万円に充てるほか、残りの 30 万円を別居開始後当面の生活費に充て

た。なお、Ｂは、これ以降は、Ｄからの援助もあることから、カードローンを利用していない。 

【事実】 

上記【事実】１から４までに続いて、以下の事実が発生したとする。 

５．2024 年８月 20日にＡとＢとが別居した後、ＡとＢとの間で、双方とも弁護士を立てた離婚の

話し合いがもたれ、約１年間の話し合いの後に、離婚の合意が成立した。そして、2025 年８

月 30 日に離婚届が提出された。別居から離婚届が提出されるまで、Ａ・Ｂは、直接には一度

も会っていない。 

６．2026 年１月 30 日に、Ｂは、子Ｅを出産し、Ａを父、Ｂを母とする出生届が提出された。Ｂは、

Ｄを父とする出生届を提出したかったが、市役所の窓口でそれはできないといわれ、上記の

ような出生届を提出したのである。 

７．ＢとＤは、2026 年３月 21 日に婚姻届を提出した。Ｅは、Ｂ・Ｄ夫婦の下で養育されている。

Ｄは、Ｅを子として認めたい。なお、Ａは、現在（2028 年夏）に至るまで、Ｅとの父子関係

に関して、何もしていない。 
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